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１．はじめに 

コンパクショングラウチング・デンバーシステム(以下、

ＣＰＧ工法)は、液状化対策工法のうち密度増大工法の一

つに分類される。これまで、このＣＰＧ工法を用いて、

既設滑走路(東京国際空港Ｂ滑走路)の液状化対策(以下、

本工事)を実施してきた。本工事に際して実施した試験工

事結果については、文献 1）で報告している。その結果、

本工事と試験工事地点とで①地盤条件②施工本数が異な

るため、本工事ではいくつかの解決すべき課題が生じた。 

本報告は、本工事における施工上の課題とその解決策

について述べる。 
２．施工上の課題とその解決策 

２.１ 土層違いによる未改良層の存在に対する解決策        図－1 土層違いの一例 

２.１.１ 施工上の課題                     

 試験工事と本工事エリアの土質分布を比較する 2)と、

試験工事エリアは均一な砂質土層であるが、本工事エリ

アは粘性土と砂質土の互層である。このように、本工事

エリアは複雑な土層構成から成っているが、改良が必要

な土層(砂質土層)のみを選択的に改良出来る(中抜き施

工)ことはＣＰＧ工法の利点である。本工事ではこの利点

を生かして粘性土層をかなり細かく評価して粘性土層を

改良層から除外した設計であった。しかし、この経済的

な設計によって以下の 2 つが懸念された。 

ａ)複雑な地盤構成により改良が必要な土層を未改良   

で残してしまう場合がある(図－1)。             

ｂ)改良層と非改良層が幾重にも互層になっていること      図－2 非改良層への逸散の一例 

から，締固め効果が非改良層に逸散されてしまう場合がある(図－2)。                    

そこで、本工事(その 10)では改良層の上下にそれぞれ 2 ステップ(66cm)の補助注入を実施した。しかし、

2.0ｍ以下の非改良層(中抜き層)については補助注入を省略したためＮ値の上昇が思わしくない箇所が一部

存在した。 
２.１.２ 補助注入とその効果 

  上記の課題に対して、本工事(その 1,2)では、改良層の上下にそれぞれ 3 ステップ(1.0m)および 2.0m 以下 
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の非改良層(中抜き層)についても補助注入を実施した結果、

全体的にＮ値の増加が認められた(図－3)。また、図－4 に改

良前杭間Ｎ値Ｎo と改良後杭間Ｎ値Ｎ1 との関係を示す。本工

事では一部Ｎ値上昇の思わしくない箇所が存在したものの地

盤全体として見ればＣＰＧ改良全エリアで改良前より改良後

でほぼＮ値の上昇が確認された。 

２.２ 施工に伴う地表面隆起に対する解決策 

２.２.１ 施工上の課題 

 最大隆起量は、試験工事では平均 20mm 程度であったが、本

工事(その 10)では平均 45mm 程度生じた。施工は、いずれも

TD･BU 併用 1)であるにもかかわらず、本工事(その 10)の方が

鉛直変位量が大きくなった。                    図－3 補助注入実施例 

２.２.２ 打設機械の分散施工とその効果 

 そこで、本工事(その１、2)では打設機械の分散施工＊)を実施した。

その結果として、図－5 に、試験工事と本工事(その 10、1、2)の施工

速度と鉛直変位の結果を示す。これより、TD･BU 併用では、本工事(そ

の 10)は試験工事に比べて施工速度が大きいため鉛直変位量も大きく

なったものと思われる。また、BU 方式は、TD･BU 併用より同じ施工速

度では鉛直変位は大きいにもかかわらず、分散施工(その 2 工事)をす

る事により、その 10 工事より隆起が小さい結果となった。 

＊）分散施工：施工機械の間隔 0.5H(H：削孔長)、1 プラント(2 機械)  

あたり分担面積1,000ｍ2を遵守し、施工機械の集中を避けた施工。                      

２.３ 施工時の舗装面計測結果                   図－4 改良前・後Ｎ値の関係 

 施工時の舗装面計測結果を基にして滑走路勾配を算出した。

その結果の一例を図－6 に示す。本工事(その 10、1、2)のいず

れの工事でも許容勾配を満足する結果であった。 

３．まとめ                             

 本報告では、以下のことが得られた。 

1）本工事(その 10)の開始時に一部で懸念された①土層違いに 

よる未改良層の存在、②施工に伴う地表面隆起に対して、対 

応策として①補助注入、②打設機械の分散施工を実施し、良 

好な効果を確認した。                     図－5 施工速度と鉛直変位の関係 

2）施工時の舗装面計測を実施し、すべて許容値を満足した結果が  

得られた。 

今後の施工においては、確実な改良効果を得るためには、補助

注入は必要であり、また経済的な BU 方式で分散施工をすることが

妥当である。 
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